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令和６年１０月２２日  

 

令和７年度（２０２５年度） 

当初予算編成方針 

 

〇本市の財政状況 

 本市の財政状況は、令和５年度決算では、歳入において、市税収入が個人市民税や

固定資産税の増などにより２年連続で過去最高となった一方で、ふるさと納税による

他市町村への寄附の影響により市民税の流出額が増加しています。歳出においては、

障害福祉サービスや保育などに係る社会保障関係経費は引き続き増加し、一般財源支

出の増が市税の増を上回った結果となりました。このようなことから、経常収支比率

も９７．５％と前年度に比べ３.７％増加し、財政の硬直化が進んでいる状況です。 

今後においては、歳入は、市税収入が令和５年度までは堅調に推移しているものの、

令和６年度に普通交付税の不交付団体となり、全体では大幅な増加は見込まれず、ま

た、財政力指数が１を超えた場合には、国や県の補助金などが減少する場合もあるこ

とから、活用できる一般財源額にも影響が見込まれます。歳出は、扶助費や人件費を

中心とした義務的経費の増加のほか、ごみ焼却施設の建設、公共施設の更新、これに

加えて物価高騰の影響なども懸念され、多額の財源が必要な事業が見込まれます。こ

のような歳入と歳出の状況により、持続可能な財政運営を行う上で、厳しい財政環境

が続くことが見込まれます。 

 

〇基本的な考え方 

 令和７年度は、第５次総合計画の最終年度であり、将来像「私が 暮らしつづけた

いまち 朝霞」の達成に向けて着実に施策を推進し、１０年間の成果を振り返る年度

となります。さらに、次期計画の策定に向けて、方向性や展望の基礎となる年度でも

あります。 

 令和７年度の当初予算編成に当たっては、事業の必要性や優先度を十分考慮し、既

存事業についても見直しや工夫を行うなど、限りある財源をより一層効率的・効果的

に活用する必要があります。また、そのような中にあっても、市民生活に大きな影響

を及ぼすものは、積極的に予算化する必要があります。さらに、今後の大型事業を見

据えて、持続可能な財政構造とするための配慮も必要です。 

 

以上のようなことから、次のとおり令和７年度（２０２５年度）当初予算を編成す

ることとします。 
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予算編成基本原則 

１ 基本原則 

（１）事業の選択と集中 

・予算計上する事業については、朝霞市総合計画実施計画の採択事業とし、計画 

的かつ効果的に予算を活用する。 

・新規・拡充事業については、予め政策企画課長と調整する。 

 

（２）行政評価の反映と事務事業の見直し 

・行政評価（施策評価、事務事業評価）の内容や効果等を踏まえ、事業の必要性

や優先付けを十分に考慮する。 

・新規・拡充事業は、既存事業の効果を検証し、見直しや再構築を行うなど、ス

クラップアンドビルドに努める。 

 

 （３）国・県等の動向の把握 

国・県の予算編成は本市の予算にも大きな影響を及ぼすことから、その動向を

的確に把握する。 

 

（４）歳入の確保と歳出における発想の転換・創意工夫 

・歳入については、補助制度を最大限に活用するとともに自主財源の確保に努め

る。 

・歳出については、発想の転換や創意工夫に努める。 

・当初予算編成においては、総額枠配分の範囲内での計上に努める。 

 

（５）総計予算の計上 

   一会計年度における一切の収入及び支出は、すべて歳入歳出予算に計上する。 

 

（６）関係部課との調整 

複数の部課に関連する事業は、事前に関係部課間で十分に調整する。 

 

（７）特別会計及び公営企業会計について 

特別会計及び公営企業会計予算についても、この予算編成基本原則を準用する

とともに、各会計の本来の趣旨に則り、適正に受益者負担の確保を図り、一般会

計予算からの繰出金は必要不可欠なものに限る。 
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２ 歳入に関する事項 

 

（１）市税 

経済情勢の推移、税制改正等を十分勘案して適切な額を見積る。 

 

（２）使用料及び手数料 

・住民負担の公平性の確保と受益者負担の原則に基づき、使用料及び手数料の見

直しを適宜行う。 

・「使用料・手数料の見直し方針（令和元年５月策定）」に基づき、施設の改修、

提供するサービスの変更等がある場合には、必ずコスト計算等を行い、徴収金

額を見直す。 

・対象の的確な把握に努め、過年度の状況を踏まえ適正に見積る。 

 

（３）国県支出金 

国・県の動向を的確に把握する。特に、補助負担率の変更等制度改正の動向に

注視し、国・県の補助金が削減又は廃止された場合には、事業の廃止・縮減につ

いても十分に検討し、一般財源への振替は必要な範囲内とする。 

 

（４）その他 

・市債で措置することが適当と認められる事業は、予め財政課長と調整する。 

・歳入額の多寡にかかわらず、あらゆる歳入の可能性（有料広告事業、民間企業

との協働、冊子の有償頒布、ネーミングライツ、ガバメントクラウドファンデ

ィング等）を検討し、積極的な財源確保に努める。 

・過去の実績と今後の見通しについて検討し、歳入の拡大に努める中で歳出との

関係に配慮し、過大又は過少見積りとならないよう的確な収入見込額を計上す

る。 

・既存事業における材料代や保険代などの自己負担金の徴収について、市が負担

すべきものかどうか、市主催事業参加者負担金は市民と市外在住者の負担が同

等でいいのかなど、必ず検討を行う。 

・受益者負担金は、物価等の動向を注視しながら、検討を行う。 

・滞納繰越金は、縮減を目指し、徴収の確保に努める。 
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３ 歳出に関する事項 

・予算要求する際には、適切な予算科目（節、細節、細々節）で計上し、予算要

求科目が不明な場合には、事前に財政課長と調整する。 

・提示した枠配分額に収まっている部署については、枠配分対象経費の査定は行

わず、以下の項目について確認のためのヒアリングを行う。 

 

（１）人件費 

・人件費については、職員課長から別に示す内容により予算計上する。 

・時間外勤務手当の予算計上は、前年度当初予算の時間数の範囲内を限度とする。 

また、職員のワークライフバランスを推進する観点から、事業や事務執行を見 

直す。 

・会計年度任用職員の任用等は、予め政策企画課長及び職員課長と調整する。 

 

（２）報酬、費用弁償 

・審議会等の会議回数や委員人数は十分に検討し、支払が必要な人数分を計上す 

る。 

 

（３）旅費 

・出張の必要性や人数、費用対効果等について十分精査することとし、特に職員

の随行、日当支給地域への出張、バスや宿泊を伴う研修・出張・視察等は、効

果が十分に見込まれるか検討する。 

・オンライン会議等の活用をする。 

・委員会や審議会等の視察研修は、必要性を十分精査する。 

 

（４）需用費 

・用紙類は、電子化の推進など紙の削減を検討し計上する。 

・冊子（計画書、チラシなどを含む）の印刷製本は、必要な配布部数、製本のサ 

イズ、発行年数（毎年、隔年など）、紙質等を検討し、原則１色（必要に応じて 

２色）刷りとする。 

※原則として、冊子を職員には配布しない。 

※市ホームページや広報等による情報発信を活用することにより、冊子等の作

成の必要性や作成部数を検討し計上する。 

※民間企業との協働による封筒や冊子の作成等、経費の削減に努める。 

・食糧費の会議賄及び行事賄は、自己負担額を徴収する場合を除き計上しない。 

・修繕料は、市民生活に影響が及ぶ緊急性が高いものを計上する一方、必要性を 

考慮して撤去や廃止・休止なども検討する。 

・共通消耗品単価は、人権庶務課作成の単価表を用いて計上する。 

・燃料費単価は、予算事務取扱いで示す単価を基準とする。 

・消費税の算定にあたっては、軽減税率制度に留意する。 
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（５）役務費 

・建物及び自動車損害共済基金分担金は、財産管理課長からの通知に基づき計上 

する。 

・郵便料については、郵送の廃止や郵送回数、他の手段での対応など、見直しを 

検討した上で計上する。 

 

（６）委託料 

・新規、既存を問わず、費用対効果の観点から委託することが真に必要かどうか 

を十分に検討し、委託業務の範囲や内容についても、効果を踏まえて十分に精 

査する。 

・施設の維持管理経費については、施設の維持管理上支障のない範囲内で削減で 

きるものがないか、検討する。 

・指定管理料（随意指定したもの）については、指定管理者から示された要求額 

をもとに担当課で精査した上で計上する。 

・設計を伴う建設事業については、予め財産管理課長と調整する。 

 

（７）使用料及び賃借料 

・土地借上料は、予算事務取扱いで示す単価を基準に計上する。借上料の額は、

賃貸借料に固定資産税と都市計画税の税額を加えて計上し、税額は予め課税課

長と調整する。 

・土地及び建物の借上料については、財政負担を考慮の上、地権者と協議を行い

計上する。 

・公用車（軽貨物・軽乗用）の借上料については、予め財産管理課長と調整する。 

・給茶機借上料は、使用できなくなったら廃止（それに伴う消耗品も含む）するこ

とを検討する。 

 ※民間企業との協働によるウォーターサーバーの設置等、経費の削減に努める。 

 

（８）工事請負費 

・事業の緊急性、効果、優先度等を検討し、計上する。また、建設後の管理体制

やランニングコストが過度の財政負担とならないように十分に運営の方法等

を検討する。 

・施設の老朽化に伴う更新・改修については、「朝霞市公共施設等マネジメント

実施計画」等の計画を踏まえて検討し、計上する。 

・週休２日制工事を踏まえた工期の設定や経費を見込み、計上する。 
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（９）負担金、補助及び交付金 

・「朝霞市補助金制度見直しに関する基本方針（平成２２年７月策定）」の「７ 見 

直しの検証システム」に義務付けられている見直し経過及び結果に基づき十分 

に検討し、計上する。 

・新たな補助金を創設する場合は、終期を設定する。 

・任意の負担金は、効果及び必要性の検討を行い、廃止を含めた制度の精査を行 

う。 

 

（１０）扶助費 

・国や県の制度改正の動向や近隣自治体との均衡に配慮し、対象者の確実な把握

のもとに所要経費を見込む。 

・市単独事業の扶助費は、近隣自治体の動向の把握に努めるとともに、費用対効

果を十分に検証し、必要に応じて見直しを行う。 

 

（１１）その他 

・事業目的を達成した既存事業は、廃止する。 

・継続費・債務負担行為については、新規に設定する場合、事業規模、年割額等 

を検討し、後年度において過度な財政負担とならないように留意するとともに、 

予め財政課長と調整する。 

・電算関係の経費については、予めデジタル推進課長と調整する。 

 

４ その他 

・予算計上は、総額枠配分の範囲内（別紙１）での計上に努める。 

・物価高騰対策については、社会経済動向を注視し引き続き検討する。 



別紙１

30,522,203千円

22,364,850千円

376,857千円

21,987,993千円

8,157,353千円

【部別枠配分額】

（枠配分実施部署） 単位：千円

Ｒ７各部配分
一般財源額

Ｒ６各部配分一般財源額
前年比較

65,393 67,162 △ 1,769

95,290 97,870 △ 2,580

656,919 653,005 3,914

1,425,274 1,443,283 △ 18,009

1,083,369 1,087,229 △ 3,860

2,412,825 2,447,644 △ 34,819

606,447 622,866 △ 16,419

1,363,668 1,293,912 69,756

381,272 387,753 △ 6,481

8,090,457 8,100,724 △ 10,267

（その他の部署）

0 0 0

27,269 28,007 △ 738

24,538 24,910 △ 372

2,103 2,170 △ 67

316 325 △ 9

2,454 2,504 △ 50

313 321 △ 8

農業委員会事務局 9,903 10,348 △ 445

66,896 68,585 △ 1,689

8,157,353 8,169,309 △ 11,956

※令和７年度に各部に配分する一般財源額は、令和６年度と比べ、1,195万6,000円減額となります。

上下水道部

出納室

市長公室

令和７年度当初予算における枠配分額

　　令和７年度　①　一般財源見込額 （財政調整基金取崩額350,000千円含む）

　　　　　　　　②　①から除く額

　　　　　　　　　　・新規拡充枠

　　　　　　　　　　・その他 （人件費、扶助費、公債費などの査定科目等）

　　　　　　　　枠配分額(①－②）

部署名

（前年度からの継続費一般財源額含む））

　・部別の枠配分額は、令和７年度に歳入される一般財源見込額と令和６年度の人件費や法定の扶助費、公債費等
　　の義務的経費や新規拡充採択事業費を除いた一般財源額をもとに積算。

　・特別会計及び公営企業会計については、一般会計繰入金の縮減に努めることとし、枠配分予算は実施しない。

こども・健康部

都市建設部

学校教育部

生涯学習部

福祉部

　・枠配分から除く経費は、別紙２のとおりとする。

合　　計

議会事務局

危機管理室

選挙管理委員会事務局

公平委員会

監査委員事務局

固定資産評価審査委員会

合　計

総　合　計

（令和６年度指定管理料の人件費増の影響額、令和６年度予算編成時のインセンティブを加算して積算）

総務部

市民環境部



令和７年度　査定科目一覧（機構順） 別紙２

事業名 節 細節 細々節

給料 一般職給 一般職給

職員手当等 各手当 各手当

共済費 埼玉県市町村職員共済組合負担金 埼玉県市町村職員共済組合負担金

報酬 その他報酬 会計年度任用職員報酬

給与 一般職給 会計年度任用職員給

職員手当等 各手当 各手当

共済費 埼玉県市町村職員共済組合負担金 埼玉県市町村職員共済組合負担金

旅費 費用弁償 費用弁償

文化・スポーツ振興公社運営支援事業 負担金、補助及び交付金 補助金 文化・スポーツ振興公社補助金

公共施設マネジメント基金積立金 積立金 基金積立金 公共施設マネジメント基金積立金

秘書課 秘書事業 交際費 交際費 市長交際費

朝霞地区一部事務組合負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 朝霞地区一部事務組合議会総務負担金

朝霞地区一部事務組合負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 朝霞地区一部事務組合消防負担金

消防水利整備事業 負担金、補助及び交付金 負担金 消火栓新設及び維持管理費負担金

消防団運営事業 交際費 交際費 団長交際費

職員給与管理事業 共済費 社会保険料負担金 社会保険料負担金

職員給与管理事業 共済費 埼玉県市町村職員共済組合負担金 埼玉県市町村職員共済組合負担金

職員給与管理事業 負担金、補助及び交付金 負担金 埼玉県市町村総合事務組合負担金

職員公務災害補償事業 共済費 社会保険料負担金 社会保険料負担金

職員公務災害補償事業 共済費 地方公務員災害補償基金負担金 地方公務員災害補償基金負担金

職員公務災害補償事業 災害補償費 公務災害補償費 公務災害補償費

朝霞和光資源循環組合負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 朝霞和光資源循環組合負担金

朝霞地区一部事務組合負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 朝霞地区一部事務組合し尿処理負担金

社会福祉増進事業 負担金、補助及び交付金 補助金 社会福祉協議会補助金

福祉相談事業 扶助費 手当 住居確保給付金

災害救助事業 扶助費 手当 弔慰金

災害救助事業 扶助費 手当 災害障害見舞金

朝霞地区一部事務組合負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 朝霞地区一部事務組合障害者支援施設負担金

朝霞地区福祉会負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 朝霞地区福祉会負担金

障害者医療・手当給付事業 負担金、補助及び交付金 負担金 育成医療費負担金

障害者医療・手当給付事業 負担金、補助及び交付金 負担金 更生医療費負担金

障害者医療・手当給付事業 扶助費 医療扶助 重度心身障害者医療給付費

障害者医療・手当給付事業 扶助費 医療扶助 療養介護医療給付費

障害者医療・手当給付事業 扶助費 手当 特別障害者手当等

障害者生活支援事業 委託料 諸委託料 コミュニケーション支援業務委託料

障害者生活支援事業 委託料 諸委託料 移動支援業務委託料

障害者生活支援事業 負担金、補助及び交付金 負担金 補装具費負担金

障害者生活支援事業 負担金、補助及び交付金 負担金 介護給付・訓練等給付費負担金

障害者生活支援事業 扶助費 諸扶助 成年後見制度利用給付費

障害者生活支援事業 扶助費 諸扶助 日常生活用具給付費

シルバー人材センター支援事業 負担金、補助及び交付金 補助金 朝霞地区シルバー人材センター補助金

介護保険特別会計繰出事業 繰出金 特別会計繰出金 介護保険特別会計繰出金

養護老人ホーム等入所事業 委託料 諸委託料 老人ホーム入所委託料

生活援護課 生活保護事業 扶助費 諸扶助 各扶助費

児童手当給付事業 扶助費 手当 児童手当

こども医療費支給事業 扶助費 医療扶助 こども医療給付費

ひとり親家庭支援事業 扶助費 医療扶助 ひとり親家庭等医療給付費

母子施設入所事業 委託料 諸委託料 助産施設入所委託料

母子施設入所事業 委託料 諸委託料 母子生活支援施設入所委託料

児童扶養手当給付事業 扶助費 手当 児童扶養手当給付費

保育課 子ども・子育て支援事業 負担金、補助及び交付金 負担金 子どものための教育・保育給付負担金

国民健康保険特別会計繰出金 繰出金 特別会計繰出金 国民健康保険特別会計保険基盤安定繰出金

国民健康保険特別会計繰出金 繰出金 特別会計繰出金 国民健康保険特別会計出産育児一時金繰出金

国民健康保険特別会計繰出金 繰出金 特別会計繰出金 国民健康保険特別会計事務費繰出金

国民健康保険特別会計繰出金 繰出金 特別会計繰出金 国民健康保険特別会計財政安定化支援事業繰出金

国民健康保険特別会計繰出金 繰出金 特別会計繰出金 国民健康保険特別会計その他繰出金

埼玉県後期高齢者医療広域連合負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 埼玉県後期高齢者医療広域連合医療費負担金

埼玉県後期高齢者医療広域連合負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金

後期高齢者医療特別会計繰出事業 繰出金 特別会計繰出金 後期高齢者医療特別会計繰出金

健康づくり課 未熟児養育医療給付事業 扶助費 医療扶助 未熟児養育医療給付費

妊娠・出産包括支援事業 負担金、補助及び交付金 補助金 出産・子育て応援給付金

妊娠・出産包括支援事業 負担金、補助及び交付金 補助金 多子世帯応援給付金

市内循環バス運営事業 補償、補填及び賠償金 補償金 市内循環バス運行事業に伴う補償料

都市計画総務事務事業 償還金、利子及び割引料 償還金 都市再生機構償還金

上下水道部 上下水道総務課 下水道事業会計負担事業 負担金、補助及び交付金 負担金 下水道事業会計負担金

議会総務課 議会運営事業 報酬 議員報酬

議会運営事業 職員手当等 議員期末手当 議員期末手当

議会運営事業 共済費 議員共済会事務費負担金 議員共済会事務費負担金

議会運営事業 共済費 議員共済会共済給付費負担金 議員共済会共済給付費負担金

議会運営事業 災害補償費 議員公務災害補償費 議員公務災害補償費

議会運営事業 交際費 交際費 議長交際費

教育総務課 教育委員会運営事業 交際費 交際費 教育長交際費

小学校教育扶助事業 扶助費 諸扶助 各扶助費

中学校教育扶助事業 扶助費 諸扶助 各扶助費

選挙管理委員会事務局 選挙管理委員会事務局 選挙管理委員会運営事業 交際費 交際費 委員長交際費

監査委員事務局 監査委員事務局 監査委員運営事業 交際費 交際費 監査委員交際費

農業委員会事務局 農業委員会事務局 農業委員会運営事業 交際費 交際費 会長交際費

元金償還事業 償還金、利子及び割引料 地方債元金

利子支払事業 償還金、利子及び割引料 地方債利子

利子支払事業 償還金、利子及び割引料 一時借入金利子

予備費

各課 新規・拡充事業枠

教育管理課

その他

財政課

議会事務局

都市建設部 まちづくり推進課

学校教育部

保険年金課

部・課名

各課

こども未来課

全庁

市民環境部

福祉部

 こども・健康部

危機管理室

資源リサイクル課

福祉相談課

障害福祉課

全庁 各課

長寿はつらつ課

会計年度任用職員に関する経費

職員人件費

政策企画課
市長公室

職員課総務部


